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1．総論 

【総括判断】「県内経済は、持ち直している」 
項 目 前回（7年4月判断） 今回（7年7月判断） 

前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

（注）7年7月判断は、前回7年4月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直しつ

つある。雇用情勢は、持ち直している。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年4月判断） 今回（7年7月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響がみられるものの、持ち直
している 

物価上昇の影響がみられるものの、持ち直
している  

生産活動 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 6年度は増加見込みとなっている 7年度は増加見込みとなっている 
 

企業収益 6年度は増益見込みとなっている 7年度は増益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「下降」超に転じている 「下降」超幅が縮小している 

 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくこと

が期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必

要がある。 

2．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額などは前年を上回っ
ている。乗用車の新車登録届出台数は前年を上回っている。観光・宿泊は回復している。これらのこと
から、個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している。  
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（主なヒアリング結果） 

➢ 売上げは好調に推移しているが、販売単価の上昇による影響が大きい。実態としては所得上昇よりも物価上昇の方が上回

っており、消費に関しては消極的になっている様子がみられる。（百貨店・スーパー） 

➢ お得感のあるキャンペーンの引き合いが強いことによって販売価格上昇分を上回る売上げとなっている。（コンビニエン

スストア） 

➢ 全体として例年並みの動向であるが、気温の上昇で殺虫剤の売上げが好調に推移した。（ドラッグストア） 

➢ スティック掃除機のラインナップが増加しているほか、使い勝手が良いことから人気となっており、これまで1家に1台

だったのが、1階・2階にそれぞれ1台ずつ置く等複数台持つようになってきていることから売行きが良い。（家電量販店） 

➢ 売上げは新車の販売価格の上昇もあって数字上は好調に推移しているものの、新規受注が少ないため、受注残をこなして

いる状況。（自動車販売） 

➢ 今年の GWは飛び石連休で出発日が集中し、旅行者 1人当たりの単価が上昇したため、当期の売上げは前年を上回ってい

る。（旅行） 

➢ 旅行予約サイトでのプロモーションを増やしてもらうことで認知度が上昇しており、外国人宿泊客が増えている。（宿泊） 

◼ 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

電子部品・デバイスは減少しているものの、生産用機械、電気機械などは増加しており、生産活動は
全体として緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 生成 AI やデータセンター向けの先端品の需要が引き続き拡大している一方で、中国における成熟世代向けの需要に一服

感が出てきている。（生産用機械） 

➢ 中国経済の停滞によって民生、産業用機械向けの在庫調整が継続しており、パワー半導体向けの製品については、引き続

き生産が低調であるが、ハイエンド向けの製品の生産量は増加している。（電気機械） 

➢ 前年下期に取引先から過剰な発注があり、生産量が大幅増となった。現在は過剰発注からの調整時期であり、前年同期比

ではほぼ横ばいとなっている。（情報通信機械） 

➢ 米不足や米の価格高騰によって当社製品の引き合いが強く、生産量は前年同期比、前期比ともに増加している。（食料品） 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にある中、有効求人倍率は上昇し、新規求人数は増加し
ており、雇用情勢は持ち直している。 

➢ 大手を中心とした初任給大幅アップなどによって、新卒の応募者数が激減しており、今後は新卒だけでなく、キャリア採

用に力を入れ、通年採用を実施する予定である。（製造） 

➢ 現状の生産に対する従業員の過不足感は適正水準となっているが、労働集約型の事業であるため、業況にかかわらず継続

的に新規雇用を行っている。（製造） 

➢ 厨房スタッフが数名採用できたものの、退職により引き続きどこかの部門において不足感がある状態が続いている。（宿

泊） 

◼ 設備投資 「7年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年4-6月期 
○ 7年度の設備投資計画をみると、製造業では前年比61.9％の増加見込み、非製造業では同 17.9％の増加見
込みとなっており、全産業では同39.6％の増加見込みとなっている。 

◼ 企業収益 「7年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」7年4-6月期 
○ 7年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、製造業では前年比 17.4％
の増益見込み、非製造業では同34.4％の増益見込みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年4-6月期 
○ 景況判断BSIをみると、全規模・全産業ベースで「下降」超幅が縮小している。先行きについては、全規模・
全産業ベースでみると、7年7-9月期に「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

◼ 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、貸家は前年を上回っているものの、持家、分譲住宅は前年を下回っており、全

体として前年を下回っている。 
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6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-5月 6/4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月

百貨店・スーパー 1.7 1.2 5.9 5.9 1.2 1.4 4.1 ▲ 1.8 5.3 1.6 ▲ 1.8 3.3 1.9 6.7 4.1 6.7 5.5 6.2

コンビニエンスストア 0.8 3.0 2.9 2.4 1.6 1.3 2.5 0.1 1.9 0.4 2.1 3.1 3.8 4.4 0.7 3.4 2.4 2.4

ドラッグストア 6.1 5.3 2.6 3.2 7.0 5.7 6.7 5.3 10.7 2.2 3.1 4.0 8.7 2.8 ▲ 1.3 6.0 2.7 3.8

ホームセンター 5.4 4.2 2.5 0.3 0.0 1.9 4.6 0.6 11.6 4.4 ▲ 1.3 5.9 7.3 1.7 4.3 1.7 0.1 0.5

家電大型専門店 6.5 ▲ 0.7 0.7 3.1 ▲ 2.6 ▲ 6.9 9.9 2.4 16.6 1.5 ▲ 5.6 2.2 0.7 0.8 ▲ 4.0 4.5 0.4 6.0

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「経済産業省」

167

206.8 -30.7

2月 3月 4月

131 113.3 133.5

80 78.4 89.5

107.4 99.3 111.1

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-6月 6/7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月 6月

普通車 台数 973 1,038 1,189 913 1,035 793 1,092 1,055 1,101 958 1,034 1,115 1,418 922 793 1,025
前年同月（期）比 1.6 5.8 10.7 0.4 ▲ 0.6 2.5 3.0 3.7 6.9 7.0 18.0 14.4 3.5 ▲ 4.4 ▲ 4.5 9.7

小型車 台数 470 416 512 448 469 417 523 521 404 324 448 467 621 415 445 484
前年同月（期）比 2.3 ▲ 10.5 28.0 21.1 ▲ 5.8 10.6 4.2 17.1 ▲ 20.3 ▲ 27.0 16.7 30.1 35.9 9.8 28.6 25.4

軽自動車 台数 889 860 1,023 864 944 733 989 834 901 845 905 971 1,192 810 811 971
前年同月（期）比 ▲ 2.9 ▲ 7.7 25.1 19.3 10.0 ▲ 15.1 ▲ 3.5 ▲ 15.7 ▲ 6.1 0.0 26.4 29.3 21.0 28.2 15.2 16.1

合計 台数 2,332 2,314 2,724 2,225 2,448 1,943 2,604 2,410 2,406 2,127 2,387 2,553 3,231 2,147 2,049 2,480
前年同月（期）比 ▲0.0 ▲ 2.7 18.9 11.1 2.1 ▲ 3.5 0.7 ▲ 1.7 ▲ 3.6 ▲ 2.6 20.8 22.4 14.9 8.8 9.0 15.0

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「(一社)日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会」

1．個人消費

〔グラフ1〕

〔グラフ2〕
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6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4月 6/5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月

山梨県 98.8 99.8 100.7 105.6 105.9 103.3 101.2 96.8 98.5 97.2 97.4 104.8 101.6 105.2 95.2 105.6

全国 101.4 101.8 101.5 101.3 101.9 100.7 102.5 100.5 101.2 103.0 101.3 101.0 99.9 102.2 102.4 101.3

「山梨県」「経済産業省」

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4月 6/5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月

生産用機械 107.1 112.7 124.3 133.5 107.6 111.1 104.9 107.0 109.4 101.7 113.3 123.1 128.5 131.0 113.3 133.5

電気機械 87.4 91.7 80.9 89.5 94.1 95.2 94.5 83.2 84.4 96.6 90.9 87.7 84.2 80.0 78.4 89.5

食料品 111.5 109.0 105.5 111.1 115.0 115.8 112.2 109.9 112.5 106.5 104.5 115.9 109.7 107.4 99.3 111.1

汎用・業務用機械 89.2 87.0 87.4 89.4 99.1 97.3 90.6 89.2 87.7 90.5 78.7 91.8 88.1 89.6 84.6 89.4

電子部品・デバイス 67.0 66.0 69.2 67.3 59.6 64.2 69.4 67.7 64.0 66.2 64.8 67.1 69.4 72.5 65.8 67.3

「山梨県」

2．生産活動

〔グラフ3〕

〔グラフ4〕
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6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-5月 6/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月

有効求人倍率（県） 1.28 1.29 1.28 1.32 1.28 1.28 1.28 1.28 1.29 1.29 1.28 1.26 1.26 1.31 1.32 1.32

有効求人倍率（全国） 1.25 1.25 1.25 1.25 1.24 1.25 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.26 1.24 1.26 1.26 1.24

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「山梨労働局」「厚生労働省」

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-5月 6/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月

新規求人数 5,835 5,725 5,923 6,089 6,012 5,957 5,861 5,688 6,022 5,695 5,459 6,201 5,894 5,673 5,857 6,320

「山梨労働局」

2月 3月 4月
131 113.3 133.5
80 78.4 89.5
107.4 99.3 111.1

4/4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9 10-12
全規模・全産業 32.9 30.5 29.0 27.8 30.7 22.6 27.4 27.1 36.7 31.7 32.9 38.4 30.6 35.3 31.8
製造業 27.3 39.0 18.2 18.4 8.3 2.9 11.8 2.9 16.7 13.8 15.6 26.7 14.7 23.5 17.6
非製造業 37.8 22.0 38.9 36.6 46.2 36.0 38.0 43.1 49.0 41.5 43.4 44.6 41.2 43.1 41.2

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。

〔グラフ7〕

3．雇用情勢

持ち直している
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〔グラフ6〕
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現 状

不
足
気
味
超

（％ポイント）

4/4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9 10-12

全規模・全産業 32.9 30.5 29.0 27.8 30.7 22.6 27.4 27.1 36.7 31.7 32.9 38.4 30.6 35.3 31.8

製造業 27.3 39.0 18.2 18.4 8.3 2.9 11.8 2.9 16.7 13.8 15.6 26.7 14.7 23.5 17.6

非製造業 37.8 22.0 38.9 36.6 46.2 36.0 38.0 43.1 49.0 41.5 43.4 44.6 41.2 43.1 41.2

「甲府財務事務所」
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全規模・
全産業

製造業 非製造業
全規模・
全産業

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 大企業 中堅企業 中小企業

前年比
増減率（％）

22.7 47.3 4.4 39.6 61.9 17.9 45.2 3.6 31.1 53.2 20.7 28.9

「甲府財務事務所」

全規模・
全産業

製造業 非製造業
全規模・
全産業

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 大企業 中堅企業 中小企業

前年比
増減率（％）

24.2 34.7 ▲ 3.1 21.4 17.4 34.4 31.0 23.2 0.1 12.2 48.0 ▲ 11.5

「甲府財務事務所」

5．企業収益

4．設備投資

〔グラフ8〕
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6．企業の景況感

4/4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9 10-12

全規模・全産業 6.7 ▲ 11.5 ▲ 3.4 ▲ 20.5 4.5 10.7 0.0 ▲ 21.2 9.8 0.0 8.1 ▲ 12.8 ▲ 7.9 5.6 7.9

大企業 33.3 5.3 ▲ 5.3 ▲ 26.3 10.5 5.6 ▲ 6.3 0.0 18.8 18.8 12.5 ▲ 12.5 ▲ 6.3 ▲ 12.5 18.8

中堅企業 17.9 ▲ 24.0 14.8 ▲ 17.9 25.8 24.1 6.7 ▲ 23.3 16.7 6.3 3.3 ▲ 17.2 0.0 13.9 13.9

中小企業 ▲ 11.6 ▲ 11.6 ▲ 14.3 ▲ 19.5 ▲ 15.4 2.7 ▲ 2.6 ▲ 28.2 0.0 ▲ 13.5 10.0 ▲ 9.8 ▲ 16.2 5.4 ▲ 2.7

「甲府財務事務所」

〔グラ

4/4-6 7-9 10-12 5/1-3 4-6 7-9 10-12 6/1-3 4-6 7-9 10-12 7/1-3 4-6 7-9 10-12

全規模・全産業 6.7 ▲ 11.5 ▲ 3.4 ▲ 20.5 4.5 10.7 0.0 ▲ 21.2 9.8 0.0 8.1 ▲ 12.8 ▲ 7.9 5.6 7.9

製造業 15.4 ▲ 12.2 ▲ 2.5 ▲ 37.5 ▲ 5.6 ▲ 2.9 ▲ 20.6 ▲ 14.7 6.7 13.3 12.5 3.3 ▲ 22.9 8.6 5.7

非製造業 0.0 ▲ 10.9 ▲ 4.2 ▲ 6.3 11.3 20.0 14.0 ▲ 25.5 11.5 ▲ 7.3 5.6 ▲ 21.4 1.9 3.7 9.3

「甲府財務事務所」

「下降」超幅が縮小している

〔グラフ10〕

〔グラフ11〕
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7．住宅建設

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-5月 6/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月
9.5 24.1 ▲ 3.1 ▲ 14.3 ▲ 10.9 ▲ 0.9 ▲ 8.8 52.2 21.5 33.0 16.9 2.8 ▲ 23.8 9.5 21.6 ▲ 40.0

46.9 ▲ 51.7 ▲ 0.4 9.9 ▲ 64.6 25.6 ▲ 31.0 190.7 ▲ 13.8 ▲ 68.5 ▲ 20.8 ▲ 51.4 140.6 8.9 9.4 10.4
▲ 19.0 4.7 ▲ 26.4 ▲ 71.8 ▲ 37.0 ▲ 15.4 3.4 ▲ 43.8 18.8 ▲ 36.7 39.1 211.1 ▲ 21.2 ▲ 62.5 23.3 ▲ 91.2

13.7 ▲ 4.2 ▲ 4.3 ▲ 23.0 ▲ 25.6 3.5 ▲ 11.5 64.4 13.5 ▲ 23.3 11.8 ▲ 11.7 ▲ 2.4 ▲ 0.5 17.2 ▲ 48.9
346 308 284 291 357 351 299 388 311 348 265 226 241 384 347 235

（注）各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「国土交通省」
（注）合計には給与住宅を含んでいる。

8．公共事業

2月 3月 4月
131 113.3 133.5
80 78.4 89.5

107.4 99.3 111.1

1.3

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-6月 6/7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月 6月

15,284 10,031 8,393 14,851 18,360 11,603 15,889 16,026 8,259 5,808 5,425 4,914 14,841 12,185 11,653 20,714

▲ 2.5 0.3 ▲ 5.4 2.8 23.3 4.0 ▲ 24.3 38.9 ▲ 15.9 ▲ 32.9 23.1 ▲ 42.8 8.9 4.5 5.4 0.4

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「東日本建設業保証（株）ほか」
前年同月（期）比

合計

貸家

〔グラフ12〕

〔グラフ13〕

前年を上回っている

前年を下回っている

分譲
合計

着工戸数（合計）

持家

0

70

140

210

280

350

420

490

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

200

250

（戸） （％）

新設住宅着工戸数（県内）

着工戸数（合計） 持家 貸家 分譲 合計

▲ 60

▲ 30

0

30

60

90

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（％）（百万円）

公共工事前払金保証請負金額（県内）

合計 前年同月（期）比

 6 



9．企業倒産

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-6月 6/7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月 6月

件数 4 4 2 3 5 1 7 2 1 9 4 2 1 1 3 4

前年同月（期）比 116.7 71.4 ▲ 36.4 ▲ 11.1 150.0 ▲ 50.0 250.0 ▲ 50.0 - 200.0 0.0 ▲ 60.0 ▲ 50.0 ▲ 83.3 200.0 100.0

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「㈱東京商工リサーチ　甲府支店」

6/7-9月 10-12月 7/1-3月 4-6月 6/7月 8月 9月 10月 11月 12月 7/1月 2月 3月 4月 5月 6月

負債総額 1,129 1,068 753 174 2,163 35 1,190 166 100 2,939 1,083 297 880 66 111 344

前年同月（期）比 175.9 246.1 50.9 ▲ 61.7 256.3 ▲ 91.0 412.9 ▲ 56.3 - 438.3 141.2 ▲ 68.0 627.3 ▲ 94.3 146.7 106.0

(注)各期間の平均は、公表データを基に当事務所にて算出。 「㈱東京商工リサーチ　甲府支店」

〔グラフ15〕

〔グラフ14〕

件数、負債総額ともに前年を下回っている
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